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出雲市立さくら小学校いじめ防止基本方針 

 

１いじめの定義について 

 

 

 

 

 

 

２いじめの構造と指導の在り方について 

いじめには、「被害者」「加害者」だけでなく、「観衆（はやしたてたり、おもしろがったりして見ている）」「傍

観者（見て見ぬ振りをする）」を加えたいじめの構造がある。いじめの継続や深刻化に、「観衆」や「傍観

者」の存在が大きく影響している。「観衆」はいじめを積極的に是認し、「傍観者」はいじめを黙認し、結果

的にいじめを促進してしまうことになる。いじめを防止するためには、「加害者」だけではなく、「観衆」「傍観

者」をつくらないことを目指し、未然防止、早期発見、早期解決に取り組むことが大切である。 

「いじめられる側にも問題がある」という認識や発言は、「加害者」や「観衆」、「傍観者」を容認することに

繋がるため、細心の注意を払って指導にあたる。遊びや悪ふざけであっても、いじめへと繋がる可能性のある

行為については見つければすぐにその場で止め、指導を行う。 

また障がい（発達障がいを含む）のある児童がいじめの標的になるケースも多いため、その児童の特性を

十分に理解し、平素から他の児童との関わり方について、指導や見守りを怠ってはならない。 

以下に記載するいじめの防止等のための対策は、いじめ防止対策推進法に則り、いじめを受けた児童等

の生命及び心身を保護することが特に重要であることを認識しつつ、学校、地域住民、家庭、SC（スクー

ルカウンセラー）や SSW（スクールソーシャルワーカー）等の関係者の連携の下、いじめの問題を克服するこ

とを目指して行っていく。 

３いじめを未然に防ぐための手立て 

①全ての教育活動を通して豊かな人間性を育む。 

・道徳教育を通して命の大切さについて考えさせ、他人を思いやる心や規範意識を育む。 

・人権教育を通して人権について理解し、人権を尊重した態度や行動をとることができるようにする。 

・いじめをテーマとする手記、作文、新聞記事などを教材として取り扱うなどして、児童にいじめについて考え

させ、いじめは人間として絶対に許されない行為であることを理解させる。 

・児童が円滑に他者とコミュニケーションを図ることができる能力を育む。 

いじめ防止対策推進法第２条 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童

等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が

心身の苦痛を感じているものをいう。 
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②特別活動を通して望ましい人間関係を築く。 

・話し合い活動等の学級活動を通して、互いを尊重し、良さを認め合い、協力し合う仲間づくりをすすめ

る。 

・標語、ポスター等、児童会が中心となって行ういじめをなくす活動を通して、いじめを許さない集団づくりを

すすめる。 

③自尊感情を高め、自己有用感や自己肯定感を育む。 

・自尊感情を高め、自他を大切にする心情を育むため、全ての教育活動において個々の児童の居場所づ

くりと役割づくりに努める。 

・ねたみや嫉妬などいじめにつながりやすい感情を減らすために、全ての児童が「認められている」「満たされて

いる」という思いを抱くことができるよう、学校の教育活動全体を通じ、児童が活躍でき、他者の役に立っ

ていると感じることのできる機会を全ての児童に提供し、児童の自己有用感が高められるよう努める。その

際、家庭や地域の人々などにも協力を求めていくことで、幅広く自分が認められているという思いを得られ

るようにする。 

・社会性や自己有用感・自己肯定感などは、発達段階に応じて身に付いていくものであることから、適切に

連携して取り組んでいく。 

④教職員個々が、豊かな人権感覚といじめを見抜く力量を身につける。 

・教育相談活動や研修等を通して確かな人権感覚を養い、日頃から児童理解に努め、児童が発するサイ

ンを見逃さず、児童の変化を捉え、いじめを見抜く力の向上に努める。 

・定例職員会議の冒頭で学年の状況報告を行い、情報の共有と気になる児童への対応について共通理

解を図る。 

⑤児童自らがいじめについて学び、取り組む。 

・児童自らがいじめの問題について学び、問題を児童自身が主体的に考え、児童自身がいじめの防止を

訴えられるようにしていく（児童会による呼びかけなど）。 

・具体例として以下のような点を学ぶ機会を設定する。 

○アいじめをめぐる誤った考え方を学ぶ。 

「いじめられる側にも問題がある」 

「大人に言いつける（チクる）ことは卑怯である」 

「いじめを見ているだけなら問題はない」等 

○イ ささいな嫌がらせや意地悪であっても、しつこく繰り返したり、みんなで行ったりすることは、相手に深

刻な精神的危害をもたらすことなどを学ぶ。 

○ウ いじめは人間として絶対に許されないことを様々な事例から学ぶ。 

・教職員は、全ての児童がその意義を理解し、主体的に参加できる活動になっているかどうかをチェックする

とともに、それを支える役割になるよう心がける。 
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⑥ストレスマネジメント 

・いじめ加害の背景には、勉強や人間関係等のストレス、プレッシャー等が関わっていることもあることを踏

まえ、授業についていけない焦りや劣等感などが過度なストレスとならないよう、一人一人の状況をよく

把握するとともに、分かりやすい授業づくりを進めていく。学級や学年、委員会やクラブ活動等の人間

関係を把握して、一人一人が活躍できる集団づくりを進めていく。また、ストレスを感じた場合でも、それ

を他人にぶつけるのではなく、スポーツや読書などで発散したり、誰かに相談したりするなど、ストレスに適

切に対処できる力を育むとともに相談できる環境をつくる。 

 

４早期発見に向けての具体的な手立て 

いじめは「どの学校でも、どの学級でも、どの子どもにも起こり得る」という認識をもって対応する。いじめは、大

人の目の届きにくいところで発生するため、子どもの内面にしっかり目を向け、困っていることをつかむことが大切

となる。以下のことについて、総合的にとらえつつ、学校・家庭・地域が全力で実態把握に努める。 

① いじめを疑う。 

出雲市教育委員会作成の「いじめ問題解決のための初動対応フローチェックリスト（学校用）」を活

用し、該当項目の有無をチェックする。 

② 平素から子どもの表情や友達関係の変化を敏感にとらえる。 

・計画的な校内巡回（様々な経路、時間帯、休み時間のトイレ）や登下校時の観察(見守り隊との連

携）等、児童の状況把握に努める。遊びや悪ふざけなど、いじめと疑われる行為を発見した場合、その場

でその行為を止める。 

・不登校や不登校傾向の児童の背景にいじめがないか常に疑い、当該児童やその保護者から確認を行

う。わずかでも本人や家族から心配な声が聴かれた場合は、丁寧に調査を行う。 

③ 気になる児童には声かけを積極的に行い、個別の相談にのることなどを知らせる。 

④ 個人ノートや生活ノート等、教職員と児童の間で日常的に行われる日記等を活用して交友関係や悩みを

把握できるようにする。 

⑤ 個人面談（教育相談）の定期的な実施。 

学期に１回カウンセリング週間を設定し、児童全員が学級担任等と話をする機会を設ける。 

どのような相談事例があったかを後に集約する。「いじめ・体罰・不登校等対策委員会」で取り上げた方

がよい事案が発生した場合には生徒指導主任を窓口に管理職に報告する。報告内容をもとに、必要に

応じて「いじめ・体罰・不登校等対策委員会」を招集する。 

⑥ 毎学期実施する「くらしのアンケート」とアンケート QU の結果分析。 

⑦ いじめ発見のためのチェックリストの活用。 

⑧ 児童、保護者からの教育相談。 

児童や保護者の立場に立って、思いを十分に聞き取るとともに守秘義務に留意し、些細なことでも真

摯に受け止め、迅速に対応する。その際、「被害児童にも責任がある」という考え方はあってはならず、「あ
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なたが悪いのではない」ことをはっきりと伝えるなど、自尊感情を低下させないよう留意する。 

５早期発見の場合の具体的な動き 

① 速やかに管理職に報告・相談する。 

② いじめがあることが確認された場合、学校はいじめを受けた児童やいじめを知らせてきた児童の安全を確保

し、「いじめ・体罰・不登校等対策委員会」を中心として、SSW や SC と共に組織的な対応をする。発達の

課題を考慮すべき児童が被害、加害の立場に立っているようなケースにおいては、特別支援教育コーディネ

ーターおよび「校内教育支援委員会」も対応に当たるようにする。教職員は決して一人で抱え込まず、単独

で行動せず、他の教員と情報を共有し、共通理解のもとで対応に当たる。 

③ いじめられた児童にとって信頼できる人（親しい友人や教職員、家族、地域の人等）と連携し、いじめら

れた児童に寄り添い支える。いじめられた児童が安心して学習や活動に取り組むことができるように、必要

に応じていじめた児童を別室にて指導したり、状況に応じて出席停止制度を活用したりして、いじめられた

児童が落ち着いて教育を受けられる環境を確保する。 

④ SC（スクールカウンセラー）の活用や教育相談を定期的に行い、相談しやすい環境を整える。 

⑤ 事実関係の把握を行う。（※必ず記録をとり、報告書の作成や分析ができるようにする） 

○ア被害児童の言い分を十分に聞き、辛くて苦しい気持ちを共感的に受け止めながら、事実関係を確

実につかむ。（いつ、どこで、誰に、何をされた（何があった）等） 

○イ関係している児童からのていねいな聞き取りによって、ことのきっかけは何か、いつ何が起こっているの

か、どのような思いでしたことか、などの事実関係の詳細をつかむ。その際、「指導しながら事実を話さ

せる」ということに陥らないよう留意する。 

・まず、教員で分担を決め、同時に、一人一人から個別に聞き取りをする。 

・聞き取る子どもの順序については十分に考慮する。 

・その後、児童を集め事実関係を確認する。 

・授業中に聞き取ることが必要な場合は補講の体制をとる。 

○ウ家庭訪問等により、その日のうちに迅速に被害者側の保護者に事実関係を伝える。 

 

６早期解決に向けての具体的な動き 

～被害児童の立場に立ち、チーム力を生かし組織で取り組み、被害児童を守る～ 

① 聞き取った内容を担当者が集まって突き合わせ、事実関係の整理後、対応策を作成する。 

② 聞き取った内容や今後の指導の方法について、両方の保護者に、速やかに担任から報告する。必要であ

れば管理職や生徒指導主任が同伴する。 

※子どもから保護者に報告させることは、絶対にさせない 

【指導段階の要点】 

・まず子どもが事実を理解し、反省点を明確にし、今後同様のことが起きた場合にどうするかを考えさせる。 
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・次に、関わりのある子どもを、個別もしくは一同に集めて指導をする。 

・子ども同士の謝罪の場を設け、反省点と今後のことについて共通理解させる。 

・保護者間の話し合いや謝罪を依頼する。学校の落ち度についてはきちんと謝罪する。 

（※電話番号等の取扱いには特に注意する） 

・加害児童の保護者とともに家庭訪問し、事実関係・事情を説明するなど、保護者が互いに謝罪を含

め、心を通い合わせることに尽力する。 

③ 教育委員会への報告 

・いじめ事案は、基本的に教育委員会に報告をする。ただし、重大事態の確認や疑いのあるものについて

は、直ちに教育委員会にその内容を報告する。（８重大事態への対応） 

 

７再発防止のための手立て 

① いじめが「解消している」状態と判断するまでは、児童の見守り、監視の体制をとり、児童に対して継続的

な指導、支援を行う。再発の有無を児童及びその保護者に継続して（少なくとも発生後概ね１ヵ月後

及び３ヵ月後）確認し、記録に残す。 

・被害児童の見守りと支援 

・加害児童への指導と支援 

・定期的な面談の実施 

② いじめの解消 

・いじめに係る行為が止んでいること（少なくとも３か月を目安にする） 

・被害者児童が心身の苦痛を感じていないこと（面接等で確認） 

※この２点を要件の目安とするが、いじめの被害の重大性によってその都度慎重に判断する。また、

当該いじめの被害児童及び加害児童については、当分の間、日常的に注意深く経過を観察する。 

③ 保護者と定期的に連絡をとる。 

④ 外部関係機関と連携する。 

⑤ いじめのない学級（学年、学校）づくりに向けた指導を徹底する。 

 

８重大事態への対応 

重大事態が発生した場合、国が示した「重大事態対応フロー図」に従い、迅速に対応する。重大事態が

発生した場合は管理職から市教委に報告する。 

 

９いじめた児童への指導とその保護者への助言 

いじめたとされる児童からも事実関係の聴取を行い、いじめがあったことが確認された場合、学校は複数
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の教職員が連携し、心理や福祉等の専門家（SC、SSW）、教員・警察官経験者など外部専門家の協

力を得て、組織的に、いじめをやめさせ、その再発を防止する措置をとる。（いじめを解決したと思われる場

合でも継続して注意を払い、適宜必要な支援を行う。）また、事実関係を聴取したら、迅速に保護者に

連絡し、事実に対する保護者の理解を得たうえ、学校と保護者が連携して以後の対応を適切に行えるよ

う協力を求める。また、保護者に対する継続的な助言を行う。 

いじめた児童への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命、身体又は財産を脅かす行為であるこ

とを理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。なお、いじめた児童が抱える問題など、いじめの背景にも目

を向け、当該児童の健全な人格の発達に配慮する。児童の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分

に留意する。 

いじめの状況に応じて、心理的な孤独・疎外感を与えないよう一定の教育的配慮のもと、特別の指導

計画による指導のほか、さらに出席停止や警察との連携による措置も含めて対応をする。教育上必要があ

ると認めたときは、学校教育法第 11条の規定に基づき、適切に、児童に対して懲戒を加える。ただし、いじ

めには様々な要因があることを鑑み、懲戒を加える際には、主観的な感情に任せて一方的に行うのではな

く、教育的配慮に十分に留意し、いじめた児童が自ら行為の悪質性を理解し、行動の改善が図られ、健

全な人間関係を育むことができるよう成長を促す目的で行う。 

 

10 いじめが起きた集団へのケアとアプローチ 

いじめを見ていた児童に対しても、自分の問題として捉えさせる。たとえ、いじめを止めさせることはできなく

ても、誰かに知らせる勇気をもつよう伝える。また、はやしたてるなど同調していた児童に対しては、それらの行

為はいじめに加担する行為であることを理解させる。なお、学級全体で話し合うなどして、いじめは絶対に許

されない行為であり、根絶しようという態度を行き渡らせる。 

いじめの解決は、加害児童による被害児童に対する謝罪のみで終わるものではなく、被害児童と加害児

童をはじめとする他の児童との関係の修復を経て、双方の当事者や周りの者全員を含む集団が、好ましい

集団活動を取り戻し、新たな活動に踏み出すことである。全ての児童が、集団の一員として、互いを尊重

し、認め合う人間関係を構築できるような集団づくりを進める。 

 

11 相談窓口について 

児童及びその保護者、教職員が抵抗なくいじめに関して相談できる体制を整備する。児童や保護者の

悩みを積極的に受け止められているか、適切に機能しているかなどを定期的に点検することや、保健室や相

談室の利用、電話相談窓口について広く周知することが必要である。 

＜関係機関＞ 

・出雲児童相談所・出雲警察署・小中学校子ども相談・島根いのちの電話 

・こども、若者支援センター・“こころ、発達”教育相談室   
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・いじめ相談テレフォン・子どもの人権１１０番等 

 

12 ネット上のいじめへの対応 

ネット上の不適切な書き込み等については、被害の拡大を避けるため、プロバイダに対し、速やかに削除

依頼をする。このような措置をとるに当たり、必要に応じて法務局又は地方法務局の協力を求める。なお、

児童の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがある時は直ちに所轄警察署に通報し、適切

な援助を求める。 

また児童が悩みを抱え込まないよう、法務局・地方法務局におけるネット上の人権侵害情報に関する相

談の受付など、関係機関の取り組みについても周知する。 

パスワード付きサイトや SNS（ソーシャルネットワーキングサービス：LINE、Facebook など）、携帯電話の

メールを利用したいじめなどについては、大人の目に触れにくく発見しにくい。SNS を利用したトラブルがあった

際には、関係児童に問題となっているメッセージやグループなどを速やかに削除させる。ネットによる被害を無

くすためには、学校における情報モラル教育を進めるとともに、保護者にも積極的な啓発活動を通じてこれ

らについての理解を求めていかなければならない。 

 

13 相談体制の定期的な点検 

児童及び保護者、教職員が抵抗なくいじめに関して相談できる体制を整備するとともに、児童や保護者

の悩みを積極的に受け止められているか、適切に機能しているか等を学期毎に１回以上点検を行う。（カ

ウンセリング週間実施期間中など） 

 

14 組織的な指導体制の構築 

いじめに対しては校長を中心に全教職員が一致協力体制を確立して対応する。一部の教職員や特定

の教職員が抱え込むのではなく、学校における「いじめ・体罰・不登校等対策委員会」で情報を整理した

後、全教職員で共有し、組織的に対応する。いじめがあった場合に組織的に対処できるように、平素からこ

れらの対応のあり方について、全ての教職員で共通理解を図っておく。（生徒指導研修、危機管理対応

研修等） 

いじめの問題等に関する指導記録を保存し、児童の進学・進級や転学の際に、適切に引き継いだり情

報提供したりできるようにしておく。 

また必要に応じて、心理や福祉の専門家、弁護士、医師、教員・警察官経験者など外部専門家等を

加え、対応していく。 
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15 いじめ防止のための組織の招集 

いじめの疑いがある場合やいじめが発覚した場合は、「いじめ・体罰・不登校等対策委員会」を招集し、

速やかに対応にする。【校長教頭生徒指導主任（生徒指導部）養護教諭】専門家（スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカー等）を配置する。定期的に行う会議では、くらしアンケートやアンケート QU の結

果を踏まえ、未然防止の取り組みが着実に成果を上げているかどうかの点検と改善を行う。 

その後、職員会議や校内研修等ですべての教職員に協議の結果や改善点等を周知する。 

 

16 校内研修の充実 

すべての教職員がいじめの正確な認知に関する共通理解を図るために、少なくとも年に１回以上いじめ

をはじめとする生徒指導上の諸問題等に関する校内研修を行う。教職員の異動等によって、教職員間の

共通認識が形骸化してしまわないためにも、年間計画に則って校内研修を進めていく。 

 

17 校務の効率化 

教職員が児童と向き合い、いじめの未然防止等に適切に取り組んでいくことができるようにするため、学

校の管理者は、一部の教職員に過重な負担がかからないように校務分掌を適正化し、組織的体制を整

えるなど、校務の効率化を図る。 

 

18 学校評価と教員評価 

学校評価でいじめの問題を取り扱うことにおいては、学校評価の目的を踏まえて行う。その際、いじめの

有無や件数といった数値的な項目のみに注目するのではなく、問題を隠さず、いじめの実態把握や対応が

促されるよう、児童や地域の状況を十分踏まえた目標の設定や、目標に対する具体的な取り組み状況や

達成状況を評価し、学校は評価結果を踏まえてその改善に取り組む。 

教員評価においていじめの問題を取り扱うことにおいては、いじめの問題に関する目標設定や目標への対

応状況を評価する。この際、いじめの有無やいじめが多いか少ないかのみを評価するのではなく、日頃からの

児童理解、未然防止や早期発見、いじめが発生した際の、問題を隠さず、迅速かつ適切な対応、組織的

な取り組み等を評価する。 

 

19 地域や家庭との連携について 

「さくら小学校いじめ防止基本方針」を HP上で公開する。取り組みの進捗状況や得られた成果やアンケ
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ートの結果、それを踏まえた学校の取り組みを適宜、情報発信する。必要に応じて、意識啓発のための取り

組みや意見聴取のための取り組みを企画する。 

いじめ防止基本方針について地域や保護者の理解を得ることで、地域や家庭に対して、いじめの問題の

重要性の認識を広めるとともに、家庭訪問や HP、学校（校長室）だより等を通じて家庭との緊密な連

携協力を図る。より多くの大人が子どもの悩みや相談を受けとめることができるようにするため、学校と家

庭、地域が組織的に連携・協働する体制の構築を図る。 

 

 

【付記】 

2016 年９月 20 日 制定 

2017 年５月 22 日 一部改訂 

2018 年５月 27 日 一部改訂 

2019 年４月 16 日 一部改訂 

2020 年５月 25 日 一部改訂 

2021 年４月 20 日 一部改訂 

2022 年４月 22 日 一部改訂 

2023 年４月 20 日 一部改訂 

2024 年４月 15 日 一部改訂 

2025 年 5 月 7 日 一部改訂 


